
 

 

 

 

 

 

 

 

理事長挨拶 

「日本を護る会レポート 55 号」をお届けします。今年の梅雨は例年とは違った様相を呈していますが、会員の皆様にお

かれましてはお元気でお過ごしの事と拝察致します。 

現在の世界情勢は益々混迷の度を深めておりますが、我が国はこのような中で、我が国本来の進むべき道をしっかりと

見据えて世界平和のために尽くす覚悟を忘れてはならないと信じます。 

「日本を護る会」もその設立趣旨に則り、先人達が築かれた文化・伝統をさらに発展させるために広い視野から世界を

観察し、引き続いて我が国発展のための国民意識の高揚を図る努力を皆様と共に続けたく思います。                          

                                                             理事長  大橋武郎 

 

 

 

 

 

 

  

 

今回は、現在の世界情勢の重大問題であり、我が国の外交、安全保障及び経済にも大きな影響を及ぼす米国の政

治情勢に関する最新のホットな講演でした。講師は第一期トランプ政権下でワシントン勤務を経て帰国、この３

月末まで４年間 （株）三井物産戦略研究所の特別顧問として定期的にワシントン DC を訪れ、米国各界との広

い人脈をもっておられます。他では聞けない最新の詳細な米国事情を大変分かりやすく講演していただき、講演

会場が満席になり、講演途中に拍手もある程の大好評でした。 

略歴：  

1984 年３月 一橋大学 社会学部 卒業 

1984 年４月 三井物産株式会社入社 化学プラント部門、プロジェクト開発部門 

2000 年４月 同社 クアラルンプール支店 機械部長、本店 各室 室長 

2008 年５月 同社 人事・総務部次長 

2010 年４月 同社 プロジェクト開発第一部長 

2014 年４月 同社 航空・交通事業部長 

2016 年４月 同社 アジア・大洋州本部 副本部長（2017 年 4 月～理事） 

2018 年４月 同社 理事 米国三井物産副社長 兼 ワシントン DC事務所長 

2021 年４月～2025 年３月末 同社 エグゼクティブ・リサーチ・フェロ-、株式会社三井物産

戦略研究所 特別顧問    

2025 年４月 スカーレット・アドバイザリー株式会社 取締役 

 

 

第 111 回定例会 

演 題    第二期トランプ政権とは 

講 師  元 株式会社三井物産戦略研究所特別顧問   緋田 順 氏 
日 時  令和7年4月26日（土） １4時～  於 ： 銀座サロン・ド・ジュリエ 

 

 

 

 

日本を護る会 レポート 

日本の伝統・精神の次世代への継承 

第 55 号（令和 7年 6月） 



大統領選結果 お浚い 

 

 

 

 

  

大統領選結果 お浚い 
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47 代大統領就任前 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年 11 月時点でのトランプ 2.0 の政策予測 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ジャンプスタ－トの 2 週間 1/29～2/4 DC にて 30 人からの生の声 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後のトランプ劇場 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の予測 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[相互関税]（私見） 

  

1 杜撰な計算：真面目に議論するのは無意味 

2 日本の取るべき姿勢：アメリカは日本との交渉成功が絶対に必要 

      ・トランプに花を持たせ、実際には面従腹背で、トップバ

ッターとして世界中の賞賛を得る好機と捉える。 

      ・エネルギー、農産品、防衛装備品等の輸入拡大は可能な

範囲で進める。貿易赤字は減るが対米投資も積極的に進

めるのが良いだろうが日本国内の空洞化はさらに進む。 

・安全保障を切り離そうという狙いは理解するが、アメリ

カはパッケージにしてくると思って準備しておくのは当

然。何を勝ち取るか。タイミングを計るべき。米中課税競争により中国では失業が更に増え、

社会不安が高まる可能性あり。関税戦争を回避したいのが本音だが、アメリカに屈する訳には

いかない。権威主義的体制の中国の方が、民主主義国のアメリカより我慢強く強靭。 

 

 [米中関係の今後] （私見） 

 

① 対立は激化、長期化か 

② 中国の対応：De-Minimis 制度の廃止により広域にわたる零細製造業者が倒産、 

③ アメリカの苦悩 

・アキレス腱の一つはレアアース分野での中国による報復。   

④ 関税、為替 

・トランプの選挙公約にあった 60%まで下がるのではなかろうか。 

 ・理論値から 500%乖離ともいわれる元安が次の焦点か。 

 

 [ウクライナ・ロシアの停戦は実現するのか？] 

 

      ・ロシア：兵力などの優位性も有る。 

      プーチンの最低限の目標である 22 年にロシアが併合した 4 つの地域（ドネツク、ヘルソン、ル 

ハンスク、サポリージャ）を奪還するという目標が達成されていないため、停戦の可能性は低い。 

      プーチンは非現実的な条件を提示するだけで実質的進展は望みにくい。 

    ・ウクライナ：深刻な人員問題を抱えている。ウクライナの政治状況は複雑である。 

    ・クルスク：ウクライナ軍×ロシア軍泥の季節が到来しウクライナ軍がクルスクに進入できる進路は１

本のみ。ロシア軍はその進路を標的に効果的に攻撃、近い内にクルスクから完全に撤退する可能性が

高いクルスクでは訓練された北朝鮮兵が効果的に参戦。クルスク奪還後も過小評価すべきでない。 

 



＊あなたは戦争になったら戦いますか？ 

 

MAMOR（マモル）の 2022 年 8 月に調査：戦わないが 71.8%である。また、戦わないとの回答者で「国

内で避難」が 38％も居るがどこに避難するつもりなのかと思うし、「何もしない。国外に退避する」が

60％という回答には驚いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

懇 親 会 

質 疑 応 答 



 

 

 

 

 

 

 

我国防衛の根本問題に関して皆様と共に考えて見ます。 現行憲法では我国は軍隊を持たない事になっています

ので、自衛隊は世界一流の装備を持ち、隊員の質も世界一流であり、我国を代表して海外における平和維持活

動も行っておりますが、法的には軍隊ではありません。しかし、当然の事ですが、諸外国に「自衛隊を軍隊で

はない」と説明しても理解を得られません。このような状況の中でイラク派遣航空部隊指揮官として活躍され

た空自 OBの織田空将の生々しい体験に基づく有意義なお話を伺いました。 

略歴:  

昭和 49 年 防衛大学校卒業、航空自衛隊入隊 

昭和 58 年 米空軍大学留学 

平成 2 年  第 5 航空団第 301 飛行隊長 

平成 4 年  スタンフォード大学客員研究員 

平成 11 年 第 6 航空団司令（兼小松基地司令） 

平成 15 年 航空幕僚監部防衛部長 

平成 18 年 航空支援集団司令官（イラク派遣航空部隊指揮官を兼務） 

平成 21 年 航空自衛隊退職、三菱重工顧問 

平成 27 年 東洋学園大学客員教授 

令和  4 年 麗澤大学特別教授、正論大賞受賞 

１ 現代戦開戦の特徴 

  現代戦は、「グレーゾーン」での戦いで始まる。「グレーゾーン」については、具体的な定義はありませんが、下の図で

実際に爆弾やミサイルが飛んで来るいわゆる「戦時」でなく、と言って全く平穏な「平時」でもない事態です。この事態

では防衛出動は下令されていないと考えられるので、出動した自衛官はあくまで「警察官」と同程度の権限行使しか

できません。100%国民を守るには、能力はあってもそれが行使できないという法的問題があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 憲法が創る３つの問題点 

（1）必要最小限の軛 

現行憲法 9 条の解釈は、国家としての固有の自衛権は有するが、軍隊、その他戦力は保有できないことか

ら、自衛権行使のための必要最小限の実力は戦力ではなく、保有できる解釈している。 

「集団的自衛権」は必要最小限を超えるものであり、保有できないとされているが、トランプ大統領が言う

第 112 回定例会 

演 題 「自衛隊は現代戦に対応できるのか」          

講 師 麗澤大学特別教授 元空将 織田邦男 
日 時  令和7年6月14日（土） １4時～  於 ： 銀座サロン・ド・ジュリエ 

 

 

 

 



ように「米国は日本が攻撃されれば日本を守るが、米国が攻撃されても日本は米国を守らない。不平等だ」

という考え方が米国の一般国民には広がっており、これを放置すれば、同盟の不安定性を増すことになる。 

少なくとも西太平洋（第二列島線より西側）では、集団的自衛権が行使できるようにしなければならない。 

 

「専守防衛」は相手より先に立たないという意味であり、国土が戦場になり、国民が傷つくことを前提とし

ている防衛政策である。よって、専守防衛を国是とするならば、戦争抑止が絶対的条件となる。 

戦争を抑止するには、強力な軍事力を保持し、巧みな外交が必要となるが、保有すべき軍事力は「必要最

小限」であり、他国に脅威を与えるような軍事力を持たないようになっている。防衛の基本政策自体が矛

盾をはらんでおり、この矛盾も憲法 9 条からくる。 

 

 日本は、ロシア、北朝鮮、中国という核保有国に囲まれている。しかも北朝鮮は「日本は海に沈められ

なければならない」とその意図まで明確にしている。核の廃絶は人類の夢としても、廃絶までの間は、

今ある核から日本国民をどう守るかという核抑止戦略が必要である。しかしながら核アレルギーにより

議論さえできず、非核三原則（作らず、持たず、持ち込まず）から「議論させず」「考えさせず」を加え

た非核五原則になっている。核の脅威は迫っており、核抑止戦略の構築を睨んだ、国民的議論を始める

時である。 

 

（2） 自衛隊違憲論 

最近の世論調査では、一般国民では 90%以上が自衛隊の存在を認め法曹界では 60%が自衛隊は違憲の存

在即ち 60%が存在を否定」自衛隊の存在は政治的には解決しているが、法的には未解決と言える。かっ

て、三島由紀夫は市ヶ谷で自決する前に在市ヶ谷の隊員に「なぜ、自らを否定する憲法を守るのか」と

檄を飛ばした。しかし原職の自衛官は入隊時憲法及び法令順守の宣誓をしている。 

 

(3) 交戦権の否定 

憲法第９条２項で明確に「国の交戦権は、これを認めない。」ときていしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

交戦権がないと、以下のような問題が発生する可能性が大である。   

 

 

 

 

普通の国では「違法性阻却事由」を根拠

に戦うのではなく、「祖国防衛のために戦

うのだから罰せられることはないから戦

うのである。 

 

 

 

 

  

一方我が国は,相手国兵力の殺傷等は、交

戦権行使ができないので交戦権の行使とは

別の概念ものであるとされている。ただし

何かとは示されていない。 

 

 

 

 

 

このように自衛権行使にあたって種々問

題点が現れてきます。その根本原因は、

憲法があると考えられます。 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

憲法を今のままにしておくと、グレーゾーンすら対応できなくなり、2,000 年以上続いている我が国を、我々の

時代に消滅させてしまうかも分かりません。このようになる事態を避けるために、まず我々「日本を護る会」



会員が一歩踏み出し声を上げる必要があるのではないでしょうか。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質 疑 応 答 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局からのお知らせ     

 

✻ 令和 6 年度の最後の月となりました。本年度も 6 回の定例会、定時総会及びそれに伴う講演会、3 回の 

研修会など大変有意義な活動をこなすことができました。皆様のご協力に深く感謝申し上げます。 

 

＊ 現在の会員数は６２名です（６月 14 日現在）。これからの会の発展を考えますとまだまだ数が少ないの 

が現状です。皆様にはぜひ会の拡張のために諸活動への参加とできるだけ非会員をお誘いいただきたく 

ご協力をお願いいたします。 

 

＊ 毎度のお願いとなりますが、会の維持発展のためのご寄付を皆様方、またお知り合い、法人などに広 

くご協力を頂けますようにお力添えを切にお願いいたします。それに関する情報、ご質問などがあれば 

気軽に事務局にご連絡を抱きたく重ねてお願い申し上げます。 

 

＊ 事務局ではサポートをして頂ける方を探しています。 どんなことでもお手伝いが頂ければ大変助かり 

ます。そのご意思がおありの方は是非事務局にご一報ください。経理業務、またホームページ、フェイ 

スブックの扱いなどが得意な方は大歓迎です。 

 

 

 

✻ 第 113 回定例会  

日 時  ７月 26 日（土）受付 14 時～    於：サロン・ド・ジュリエ 

    演 題        「終戦 80 年に考える国防と国体」 

 講 師  竹田研究会副理事長、日本経済大学准教授 久野 潤 氏 

 ✻ 第１７回定時総会 ９月２７日（土）   於：サロン・ド・ジュリエ   記念講演 

 

 年会費お支払いのお願い 

当会の会計年度は７月１日から翌年の６月３０日までです。規約には年会費は７月１日から９月 

３０日までに支払うことになっております。よろしくご理解のほどお願いいたします。 

        
 

懇 親 会 

日本を護る会・レポート 第 55 号 令和 7 年 6 月発行 

編集発行: 認定特定非営利活動法人 日本を護る会 

ホームページ : http://awake-japan.sakura.ne.jp  

E-mail  : awake-japan@googlegroups. 

今後の予定 

http://awake-japan.sakura.ne.jp/

